
 

「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」（紛争処理規則第
１号）等の一部改正について 
 

  

本協会は、4月 16日の理事会において、「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」

（紛争処理規則第 1号）等の一部を改正し、5月 1日をもって施行することとした。 

今回の改正は、金融分野での苦情・紛争の簡易・迅速な解決を図るための裁判外紛争処理制度の整

備についての検討を行うため、金融審議会答申「21世紀を支える金融の新しい枠組について」等に基

づき設置された、金融トラブル連絡調整協議会において策定した「金融分野の業界団体・自主規制機

関における苦情・紛争解決支援のモデル」の趣旨の実現を図るために行ったものである。 

本改正の趣旨・骨子及び改正部分の新旧対照表は、それぞれ以下のとおりである。 

日証協・平１５．４．１６
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「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」 

（紛争処理規則第 1号）等の一部改正について 

 
平成 15 年 4 月 16 日 
日 本 証 券 業 協 会 

 
1. 改正の趣旨 

金融審議会答申「21 世紀を支える金融の新しい枠組みについて」（平成 12
年 6月 27日）及び金融審議会ホールセール・リーテイルに関するワーキング
グループ報告に基づき設置された金融トラブル連絡調整協議会（座長：岩原

紳作東京大学法学部教授）において、金融分野での苦情・紛争の簡易・迅速

な解決を図るための裁判外紛争処理制度の整備についての検討が行われてい

るところである。 
同協議会では、去る平成 14年 4 月 25日に、現状において実現可能な範囲
の下で理想的と考えられる苦情・紛争解決支援手続として、「金融分野の業界

団体・自主規制機関における苦情・紛争解決支援のモデル」を策定するとと

もに、その後の取組みとして、各苦情・紛争解決支援機関において同モデル

に係る自己評価及び対応策の策定・実施を行うこととされている。 
これに伴い、本協会の苦情・紛争解決支援手続について、同モデルの趣旨

の実現を図るため、「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」

（紛争処理規則第 1 号）及び同規則に関する細則の一部を改正することとす
る。 

 
2. 改正の骨子 

(1) 「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」の一部改正 

① 目的 
本規則の目的に、「公正中立な立場から」及び「透明度の高い処理を図

る」旨を加えるとともに、「投資者の信頼を確保し、もって証券市場の健

全な発展に資する」旨を規定する。 （規則第１条） 
② 定義 
イ．この規則において「苦情」とは、「協会員の顧客が、協会員の行う業

務に関し、協会員に責任若しくは責務に基づく行為を求めるもの、又

は損害が発生するとして賠償若しくは改善を求めるもの」と定義する。 
 （規則第 2条第 1項第 1号） 
ロ．この規則において「紛争」とは、「苦情のうち、協会員と顧客との間

で解決できないもの」と定義する。 （規則第 2条第 1項第 2号） 
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ハ．この規則において「あっせん」とは、「証取法第 79条の 16の 2第 1
項に規定するあっせん」と定義する。 （規則第 2条第 1項第 3号） 
③ 周知及び公表 
イ．本協会及び協会員は、証券あっせん・相談センターの周知に努める

ものとする旨の規定を新設する。 （規則第 30条第 1項） 
ロ．相談若しくは苦情の申出又はあっせんの申立て等について、件数及

び事案の概要を公表する旨の規定を新設する。（規則第 30条第 3項） 
(2) 「『協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則』に関する細則」

の一部改正 

① 相談及び苦情の処理手続に関する規定を新設する。 
 （細則第 12条第 1項及び第 13条第 1項） 
② 証券あっせん・相談センターは、相談の内容が協会員の業務に関する

ものでないときは、申出者の利便を考慮し適切な機関を紹介する旨の規

定を新設する。 （細則第 12条第 2項） 
③ 苦情の処理手続の過程において、顧客との相対交渉を本協会から指示

された協会員は、当該苦情に関し、解決した場合、紛争となった場合又

は訴訟の提起の意思表示があった場合等は、本協会に報告するものとす

る旨を新設する。 （細則第 13条第 2項） 
④ あっせん手続及び苦情の処理手続の標準処理期間に関する規定を新設

する。 （細則第 11条及び第 13条第 3項） 
⑤ 証取法第 34 条第 2 項に規定する会員の届出を要する業務及び同法第

34条第 4項に規定する内閣総理大臣の承認を受けた業務に係る苦情又は
紛争を取り扱う機関に取り次ぐ場合の規定を新設する。 
 （細則第 13条第 4項） 
⑥ 取り扱う苦情の範囲に関する規定を新設する。 （細則第 14条） 
⑦ その他所要の改正を行う。 

 
3. 実施の時期 

この改正は、平成 15年 5月 1日から施行する。 
 

以   上 
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「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」 
（紛争処理規則第１号）の一部改正について 

 

平成 15年 4月 16日 
（下線部分変更）  

新 旧 
  
(目的) 
第１条 この規則は、定款第７条の規定に基づ
き、協会員の業務に対する顧客からの苦情の
申出及び紛争の解決の申立てについて、公正
中立な立場から、迅速かつ透明度の高い処理
を図ることにより、投資者の信頼を確保し、
もって証券市場の健全な発展に資すること
を目的とする。 

 

(目的) 
第１条 この規則は、定款第７条の規定に基づ
き、協会員の業務に対する顧客からの苦情の
申出について、あっせんの制度等を設けるこ
とにより、その迅速、かつ、適正な解決に資
することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この規則において、次の各号に掲げる
用語の定義は当該各号に定めるところによ
る。 

 （ 新   設 ） 

1 苦情 
協会員の顧客が、協会員の行う業務に関
し、協会員に責任若しくは責務に基づく行
為を求めるもの、又は損害が発生するとし
て賠償若しくは改善を求めるものをいう。 

 （ 新   設 ） 

2 紛争 
前号に規定する苦情のうち、協会員と顧
客との間で解決できないものをいう。 

 （ 新   設 ） 

3 あっせん 
証取法第 79条の 16の 2第 1項に規定す
るあっせんをいう。 
 

 （ 新   設 ） 

(苦情・紛争処理機関) 
第３条 本協会は、第 1条の目的を達成するた
め、各地区協会に定款第 69 条第１項に規定
するあっせん委員を置く。 

(苦情処理機関) 
第２条 本協会は、前条の目的を達成するた
め、各地区協会に定款第 69 条第１項に規定
するあっせん委員を置く。 

２ 本協会は、第 22 条各号に掲げる業務を行
うため、証券あっせん・相談センターを置く。 

２ 本協会は、第 21 条各号に掲げる業務を行
うため、証券あっせん・相談センターを置く。 

３  （ 現行どおり ） 
 

３  （ 省   略 ） 

第４条  （ 現行どおり ） 第３条  （ 省   略 ） 
  
第５条  （ 現行どおり ） 
 

第４条  （ 省   略 ） 

(処理細則) 
第 6条 本協会は、あっせん手続及び苦情の処
理手続等に関し必要があると認めるときは、
この規則に定めるもののほか、別に必要な事
項を定めることができる。 
 

(処理細則) 
第５条 本協会は、あっせん手続に関し必要が
あると認めるときは、この規則に定めるもの
のほか、別に必要な事項を定めることができ
る。 

第７条  第６条  
 （ 現行どおり ）  （ 省   略 ） 
第 13条  第 12条  
～ ～
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新 旧 
  
(答弁書の提出) 
第14条 第10条第４項の規定によりあっせん
申立書の交付を受けた顧客又は協会員は、遅
滞なくその申立てに対する答弁又は抗弁の
要点を明らかにした細則に定める様式によ
る答弁書２通及び証拠書類がある場合には、
その原本又は謄本をあっせん委員に提出し
なければならない。 

(答弁書の提出) 
第 13 条 第９条第４項の規定によりあっせん
申立書の交付を受けた顧客又は協会員は、遅
滞なくその申立てに対する答弁又は抗弁の
要点を明らかにした細則に定める様式によ
る答弁書２通及び証拠書類がある場合には、
その原本又は謄本をあっせん委員に提出し
なければならない。 

２  （ 現行どおり ） 
 

２  （ 省   略 ） 

第 15条  （ 現行どおり ） 
 

第 14条 （ 省   略 ） 

第 16条  （ 現行どおり ） 
 

第 15条  （ 省   略 ） 

(あっせんの打切り) 
第 17 条 あっせん委員は、あっせん中の紛争
が次の各号の一に該当するときは、そのあっ
せんを打ち切ることができる。 

(あっせんの打切り) 
第 16 条 あっせん委員は、あっせん中の紛争
が次の各号の一に該当するときは、そのあっ
せんを打ち切ることができる。 

１ 当事者があっせん中の紛争について訴
訟を提起し又は民事調停を申し立てたと
き。 

１ 当事者があっせん中の紛争について訴
訟を提起し又は民事調停を申立てたとき。 

２  ２  
３  （ 現行どおり ） ３  （ 省   略 ） 
２  
 

２  

(あっせんの申立ての取下げ) 
第 18条  （ 現行どおり ） 
 

(あっせんの申立ての取下げ) 
第 17条  （ 省   略 ） 

(あっせん案の提示) 
第 19条  （ 現行どおり ） 

(あっせん案の提示) 
第 18条  （ 省   略 ） 

２  （ 現行どおり ） ２  （ 省   略 ） 
３ 前項ただし書に基づく預託金については、
同項の訴訟に係る第 1回目の口頭弁論が行わ
れた後に、当該協会員からの申出により当該
協会員に返還する。 

３ 前項ただし書に基づく預託金については、
同項の訴訟に係る第 1回目の口頭弁論が行わ
れた後に、当該協会員からの申し出により当
該協会員に返還する。 

４  （ 現行どおり ） 
 

４  （ 省   略 ） 

第 20条  第 19条  
 （ 現行どおり ）  （ 省   略 ） 
第 22条  
 

第 21条  

(あっせん委員の助言等) 
第 23 条 センターは、前条第１号及び第２号
の業務を行うに当たっては、あっせん委員と
適宜連絡を図るものとし、あっせん委員は、
センターの業務に関し、苦情の迅速、かつ、
適正な処理を図るために必要な調査、助言等
を行うものとする。 

 

(あっせん委員の助言等) 
第 22 条 センターは、前条第１号及び第２号
の業務を行うに当たっては、あっせん委員と
適宜連絡を図るものとし、あっせん委員は、
センターの業務に関し、苦情の迅速、かつ、
適正な解決を図るために必要な調査、助言等
を行うものとする。 

 
第 24条  （ 現行どおり ） 
 

第 23条  （ 省   略 ） 

～ ～
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新 旧 
  
第 25条  （ 現行どおり ） 
 

第 24条  （ 省   略 ） 

(相談事項等の記録) 
第 26条 センターは、第 22条第１号及び第２
号に規定する相談及び苦情に関する記録を
作成し、保存するものとする。 
 

(相談事項等の記録) 
第 25条 センターは、第 21条第１号及び第２
号に規定する苦情相談業務に関する記録を
作成し、保存するものとする。 

(苦情相談等の非公開) 
第 27 条 顧客からの相談及び苦情に関する処
理は、非公開とする。 

(苦情相談等の非公開) 
第 26 条 顧客からの相談及び苦情の取次ぎに
関する処理は、非公開とする。 

  
(秘密保持) 
第 28条  （ 現行どおり ） 
 

(秘密保持) 
第 27条  （ 省   略 ） 

(本協会等に対する報告) 
第 29条  

(本協会等に対する報告) 
第 28条  （ 省   略 ） 

２ センターは、月中における相談、苦情及び
あっせんの処理状況について、地区会長及び
会長に報告するものとする。 

２ センターは、月中における苦情相談処理状
況について、地区会長及び会長に報告するも
のとする。 

３  （ 現行どおり ） 
 

３  （ 省   略 ） 

(周知及び公表)  
第 30 条 本協会及び協会員は、センターの周
知に努めるものとする。 

(あっせん結果等の協会員への周知) 
 （ 新   設 ） 

２ 本協会は、同種の事案の再発防止に資する
ため、相談若しくは苦情の申出又はあっせん
の申立て等について、当事者の秘密に関する
事項を除き、その概要を協会員に周知するも
のとする。 

第 29 条 本協会は、あっせん又は苦情相談の
申出等について、当事者の秘密に関する事項
を除き、その概要を協会員に周知するものと
する。 

３ 本協会は、相談若しくは苦情の申出又はあ
っせんの申立て等について、件数及び事案の
概要を公表するものとする。 
 
 

 （ 新   設 ） 

付   則 
 
本改正は、平成 15年 5月 1日から施行する。 
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「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する規則」に関する 
細則の一部改正について 

 
平成 15年 4月 16日 
（下線部分変更）  

新 旧 
  

 (目的) 
第 1 条 この細則は、「協会員と顧客の紛争等
の解決のあっせんに関する規則」(以下「規
則」という。)の施行に関し、必要な事項を
定める。 
 

(目的) 
第 1条  （ 省   略 ） 

(あっせん委員の欠格事由) 
第 2条 規則第 7条第２項ただし書に規定する
あっせん委員となることができない者は、次
の各号の一に該当する者をいう。 

(あっせん委員の欠格事由) 
第 2条 規則第６条第２項ただし書に規定する
あっせん委員となることができない者は、次
の各号の一に該当する者をいう。 

１  １  
 （ 現行どおり ）  （ 省   略 ） 
６  
 

６  

(あっせん委員の特別利害関係事案) 
第 3条 規則第 8条に規定するあっせん委員の
自己に特別の利害関係のある事案は、次の各
号の一に該当するものとする。 

(あっせん委員の特別利害関係事案) 
第 3条 規則第７条に規定するあっせん委員の
自己に特別の利害関係のある事案は、次の各
号の一に該当するものとする。 

１  １  
 （ 現行どおり ）  （ 省   略 ） 
５  
 

５  

(代理人によるあっせんの申立て) 
第 4条 規則第 10条に規定する顧客には、当
該顧客の代理人である弁護士及び弁護士以外
の者で顧客の代理人として申立てをなすこと
がやむを得ないと認められる特別の事情があ
る者を含む。 
 

(代理人によるあっせんの申立て) 
第 4条 規則第９条に規定する顧客には、当該
顧客の代理人である弁護士及び弁護士以外の
者で顧客の代理人として申立てをなすことが
やむを得ないと認められる特別の事情がある
者を含む。 

(申立書の様式) 
第 5条 規則第 10条第２項に規定するあっせ
ん申立書の様式は、別表１のとおりとする。 
 

(申立書の様式) 
第 5条 規則第９条第２項に規定するあっせん
申立書の様式は、別表１のとおりとする。 

(あっせん申立金) 
第 6 条 規則第 11 条第１項に規定するあっせ
ん申立金は、別表２のとおりとする。 
 

(あっせん申立金) 
第６条 規則第 10 条第１項に規定するあっせ
ん申立金は、別表２のとおりとする。 

(あっせんを行わない場合) 
第 7条 規則第 12条第１項に規定するあっせ
ん委員があっせんを行わない要件は、次の各
号の一に該当するものをいう。 

(あっせんを行わない場合) 
第７条 規則第 11 条第１項に規定するあっせ
ん委員があっせんを行わない要件は、次の各
号の一に該当するものをいう。 

１  １  
 （ 現行どおり ）  （ 省   略 ） 
３  ３  

～ ～

～ ～

～ ～
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新 旧 
  

４ 前各号に掲げるもののほか、規則第 12
条第１項に該当するとあっせん委員が判
断したとき。 

 

４ 前各号に掲げるもののほか、規則第 11
条第１項に該当するとあっせん委員が判
断したとき。 

 (答弁書の様式) 
第 8条 規則第 14条第１項に規定する答弁書
の様式は、別表３のとおりとする。 
 

(答弁書の様式) 
第８条 規則第 13 条第１項に規定する答弁書
の様式は、別表３のとおりとする。 

(あっせん申立取下書の様式) 
第 9条 規則第 18条第１項に規定するあっせ
ん申立取下書の様式は、別表４のとおりとす
る。 

 

(あっせん申立取下書の様式) 
第９条 規則第 17 条第１項に規定するあっせ
ん申立取下書の様式は、別表４のとおりとす
る。 

(和解契約書におけるあっせん委員の署名、捺
印) 
第 10条 規則第 20条に規定する和解契約書に
は、立会人として、当該事案を担当したあっ
せん委員があっせん委員の肩書きを示して署
名、捺印を行うものとする。 

 

(和解契約書におけるあっせん委員の署名、捺
印) 
第 10条 規則第 19条に規定する和解契約書に
は、立会人として、当該事案を担当したあっ
せん委員があっせん委員の肩書きを示して署
名、捺印を行うものとする。 

（あっせんの標準処理期間） 
第 11 条 あっせん委員は、あっせんの申立てを
受理した日から 6か月以内に、あっせんを終
了させるよう努めるものとする。 
 

  （ 新   設 ） 

（相談の処理手続） 
第 12条 規則第 22条第 1号に規定する相談の
処理手続は、原則として次の各号に掲げると
おりとする。 

  （ 新   設 ） 

1 処理手続の説明  
2 相談内容の把握  
3 顧客への回答  
２ センターは、相談の内容が協会員の業務に
関するものでないときは、申出者の利便を考
慮し適切な機関を紹介するものとする。 

 

  （ 新   設 ） 

（苦情の処理手続） 
第 13条 規則第 22条第 2号に規定する苦情の
処理手続は、原則として次の各号に掲げると
おりとする。 

  （ 新   設 ） 
 

1 処理手続の説明  
2 苦情の内容の把握  
3 苦情の相手方協会員の見解の聴取 
4 前号に規定する相手方協会員の見解の顧
客への回答又は相手方協会員に対する顧客
への回答の指示 

 

5 必要に応じ、相手方協会員への相対交渉
の指示及びその結果の確認 

 

6 必要に応じ、紛争処理制度の説明及び顧
客の意向の確認 
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２ 前項第 5号において相対交渉を指示された
協会員は、当該指示に係る苦情に関し、解決
した場合、紛争となった場合又は訴訟の提起
の意思表示があった場合等は、本協会に報告
するものとする。 

 

３ センターは、第 1項に規定する手続が 3か
月以内に行われるよう努めるものとする。 

 

４ 第 1項第 6号の規定にかかわらず、センタ
ーは、苦情が、証取法第 34 条第 2項に規定
する会員の届出を要する業務及び同法第 34
条第 4項に規定する内閣総理大臣の承認を受
けた業務に係るものであり、第 1項第 5号に
規定する相対交渉において解決できない場合
で、顧客が、当該業務に係る苦情又は紛争を
取り扱う機関への取次ぎを希望するときは、
当該苦情を当該機関に取り次ぐものとする。 

 

 

（取り扱う苦情の範囲） 
第 14 条 前条に規定する手続は、次の各号に
掲げる苦情に該当する場合に行うものとす
る。 
1 証取法第 2 条第 8 項に規定する証券業に
関する苦情 

2 証取法第 34条第 1項に規定する証券業に
付随する業務に関する苦情 

3 証取法第 34条第 2項に規定する届出を要
する業務に関する苦情 

4 証取法第 34条第 4項に規定する内閣総理
大臣の承認を受けた業務に関する苦情 

 （ 新   設 ） 

２ 前条に規定する手続は、次の各号に掲げる
ものに該当する場合は、行わないものとする。 
1 協会員の業務に関するものでないもの。 
2 訴訟が終了し若しくは訴訟中又は民事調
停が終了し若しくは民事調停中の紛争に係
るもの。 

3 不当な目的で又はみだりに苦情の申出を
したと認められるもの。 

4 その他、本協会が、苦情として取り扱わ
ないことが適当であると認めるもの。 

 

 （ 新   設 ） 

(あっせん苦情相談処理状況報告の様式) 
第 15条 規則第 29条第３項に規定するあっせ
ん苦情相談処理状況報告の様式は、別表５の
とおりとする。 

 

 (苦情相談処理状況報告の様式) 
第 11条 規則第 28条第３項に規定する苦情相
談処理状況報告の様式は、別表５のとおりと
する。 
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別表 3 

平成 年 月 日 
 

答  弁  書 
 

日本証券業協会 
あっせん委員殿 

協会員名      □印 
協会員代表者名   ○印 

 
平成 年 月 日付をもって    殿が行った当社を相手方とする紛
争のあっせん申立てに対し、「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関
する規則」第 14条第 1項の規定により下記のとおり答弁いたします。 

 
記 
 

1.申立ての趣旨に対する答弁 
2.紛争の要点に対する答弁又は抗弁 
3.証拠書類 

 
 

別表 3 
平成 年 月 日 

 
答  弁  書 

 
日本証券業協会 
あっせん委員殿 

協会員名      □印 
協会員代表者名   ○印 

 
平成 年 月 日付をもって    殿が行った当社を相手方とする紛争
のあっせん申立てに対し、「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関する
規則」第 13条第 1項の規定により下記のとおり答弁いたします。 

 
記 
 

1.申立ての趣旨に対する答弁 
2.紛争の要点に対する答弁又は抗弁 
3.証拠書類 
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別表５ 

あっせん苦情相談等処理状況報告書 
(平成 年 月分) 

月中処理状況 年度累計 
区
分 

内容 

受付 処理 受付 処理 

相
談
(A) 

 

証券取引制度等に関する 
質問及び意見等 

    

① 勧誘に関する苦情     
② 売買取引に関する苦情     

③ 事務処理に関する苦情     

④ その他の苦情     

苦
情
(B) 

小    計     

① 勧誘に関する紛争     
② 売買取引に関する紛争     

③ 事務処理に関する紛争     

④ その他の紛争     

あ
っ
せ
ん
(C) 

小    計     

合    計     
  

別表５ 
苦情相談等処理状況報告書 
( 年 月分) 

月中処理状況 年度累計 
区
分 

相談等の内容 
受付 処理 受付 処理 

① 証券取引制度等に関する
質問及び意見 

    

② 勧誘に関する相談     

③ 売買取引に関する相談     

④ 事務処理に関する相談     

⑤ その他の相談     

苦
情
相
談
等
(A) 

小    計     

① 勧誘に関する紛争     
② 売買取引に関する紛争     

③ 事務処理に関する紛争     

④ その他の紛争     

あ
っ
せ
ん
(B) 

小    計     

合    計     
 
 

付   則 
 
本改正は、平成 15年 5月 1日から施行する。 
 

 

 


